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一
般
会
計

　

一
般
会
計
予
算
額
で
は
、

77
億
９
０
０
万
円
を
計
上
。
前
年

度
比
７
億
３
９
０
０
万
円
、
10
・

６
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
は
、
固
定
資
産
税
で
企

業
の
設
備
投
資
な
ど
に
よ
り
増

額
、
入
湯
税
は
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の

回
復
を
見
込
み
、
町
税
全
体
で
前

年
度
比
７
８
４
２
万
円
、７・３
％

の
増
額
、
地
方
交
付
税
は
国
の
地

方
財
政
計
画
に
よ
る
一
般
財
源
総

額
の
伸
び
率
な
ど
を
勘
案
し
、
前

年
度
比
１
億
円
、
２・
９
％
の
増

額
を
見
込
み
ま
し
た
。

国
庫
支
出
金
で
は
、
主
に
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
関
連
の
補

助
金
の
減
に
よ
り
、
前
年
度
比

２
９
６
６
万
円
、
６
・
８
％
の
減

額
を
見
込
み
ま
し
た
。寄
附
金
は
、

ふ
る
さ
と
納
税
寄
付
金
の
増
額
を

見
込
み
、
前
年
度
比
３
１
７
０
万

円
、
15
・
３
％
の
増
額
で
計
上
し

ま
し
た
。

歳
出
で
は
、
義
務
的
経
費
の

う
ち
扶
助
費
が
増
え
、
人
件
費
、

公
債
費
が
減
っ
て
い
ま
す
。
主
な

投
資
的
事
業
と
し
て
は
、
本
庁
舎

の
長
寿
命
化
事
業
、
町
道
の
道
路

整
備
事
業
、
橋
梁
長
寿
命
化
修
繕

事
業
な
ど
昨
年
度
か
ら
の
継
続
事

業
を
中
心
に
計
上
し
ま
し
た
。

　
子
育
て
支
援
は
、
子
ど
も
を
安

心
し
て
産
み
育
て
ら
れ
る
環
境
整

備
の
充
実
を
図
る
た
め
、
高
校
生

令

まちの予算
令和５年度

■問合せ■問合せ　税務財政課財政グループ（☎ 74 ー 3003）　税務財政課財政グループ（☎ 74 ー 3003）

公
営
企
業
会
計

特
別
会
計

ま
で
の
医
療
費
無
料
化
、
出
産
祝

金
の
拡
充
、
保
育
所
保
育
料
の
完

全
無
償
化
、
高
校
生
通
学
費
等
助

成
な
ど
支
援
内
容
を
拡
充
し
て
計

上
し
ま
し
た
。　
　
　

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、

保
険
給
付
費
な
ど
の
減
少
に
伴
い

前
年
度
比
５
２
０
４
万
円
、
４
・

０
％
の
減
額
。

　
介
護
保
険
特
別
会
計
は
、
電
算

シ
ス
テ
ム
改
修
費
お
よ
び
介
護

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
保
険
給
付
費
の

減
少
に
伴
い
前
年
度
比
７
３
７
万

円
、
０・６
％
の
減
額
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

は
、
保
険
料
収
入
の
増
に
伴
い
、

広
域
連
合
納
付
金
が
増
額
と
な

り
、
前
年
度
比
１
０
０
４
万
円
、

５・９
％
の
増
額
。

３
つ
の
特
別
会
計
を
合
わ
せ

た
予
算
総
額
は
26
億
１
４
７
０
万

円
と
な
り
、前
年
度
か
ら
１・９
％

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
水
道
事
業
会
計
は
、
施
設
修
繕

の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
収
益
的
収

支
が
前
年
度
比
３
７
５
５
万
円
、

14
・
５
％
の
増
額
。
資
本
的
支
出

は
、建
設
改
良
費
の
減
少
に
よ
り
、

前
年
度
比
３
７
３
１
万
円
、
15
・

７
％
の
減
額
。

　
簡
易
水
道
事
業
会
計
は
、
令
和

５
年
度
よ
り
公
営
企
業
会
計
に
移

行
し
た
た
め
、
新
た
な
減
価
償
却

費
の
追
加
に
伴
い
大
幅
な
増
加
と

な
り
、
収
益
的
収
支
が
前
年
度
比

４
７
５
０
万
円
、
１
２
０・
９
％

の
増
額
。
資
本
的
支
出
は
、
企

業
債
償
還
金
お
よ
び
建
設
改
良

費
の
減
少
に
よ
り
前
年
度
比

３
９
９
４
万
円
、
39
・
８
％
の
減

額
に
な
り
ま
し
た
。

　
公
共
下
水
道
事
業
会
計
は
、
令

和
５
年
度
よ
り
公
営
企
業
会
計

に
移
行
し
た
た
め
、
新
た
な
減

価
償
却
費
の
追
加
に
伴
い
大
幅

な
増
加
と
な
り
、
収
益
的
収
支

が
前
年
度
比
３
億
９
６
０
万
円
、

１
１
１・
２
％
の
増
額
。
資
本
的

支
出
は
建
設
改
良
費
の
増
加
で

前
年
度
比
２
億
６
６
８
４
万
円
、

67・５
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
和
５
年
度
当
初
予
算
は
、
下

　
道
町
長
の
就
任
後
、
初
と
な

る
本
格
予
算
で
あ
り
、
基
本
理
念

と
し
て
「
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま

で
誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
町
づ
く

り
」
を
掲
げ
、
予
算
を
編
成
し
ま

し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、一般
会
計
、
３
つ

の
特
別
会
計
、
３
つ
の
公
営
企
業

会
計
を
含
め
た
全
会
計
予
算
総
額

は
、
令
和
４
年
度
当
初
予
算
と
比

較
し
、
12
億
７
３
８
８
万
円
、
11・

６
％
増
の
１
２
２
億
１
７
９
８
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

な
お
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
た

め
、
歳
入
不
足
を
補
う
財
政
調
整

基
金（
町
の
貯
金
）の
取
り
崩
し
を

見
込
み
、
予
算
編
成
を
行
い
ま
し

た
。

一般会計　77 億 900 万円
前年度比 7 億 3900 万円増 (10.6％増）

会計別予算額

特別会計　26 億 1470 万円
前年度比 4937 万円減 (1.9％減）

合計　122 億 1798 万円 
（前年度比 12 億 7388 万円増　11.6％増）

水道事業会計
収益的収支　２億 9636 万円
前年度比 3755 万円減 (14.5％増）
資本的収支　２億 43 万円
前年度比 3731 万円減 (15.7％減 )

簡易水道事業会計　
収益的収支　8680 万円
前年度比 4750 万円増 (120.9％増）
資本的収支　6049 万円
前年度比 3994 万円減 (39.8％減 )

公共下水道事業会計　
収益的収支　５億 8804 万円
前年度比３億 960 万円増 (111. ２％増）
資本的収支　６億 6217 万円
前年度比２億 6684 万円増 (67. ５％増 )



自 主

財
源

源財存
依
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繰入金繰入金
3 億 8845 万円3 億 8845 万円

（5.0％）（5.0％）

諸収入諸収入
6164 万円（0.8％）6164 万円（0.8％）

繰越金繰越金
2000 万円（0.3％）2000 万円（0.3％）

使用料・手数料使用料・手数料
２億 987 万円（2.7％）２億 987 万円（2.7％）

財産収入財産収入
2255 万円 (0.3%)2255 万円 (0.3%)

地方交付税地方交付税
35 億円（45.4％）35 億円（45.4％）

町債町債
9 億 8630 万円9 億 8630 万円

（12.8％）（12.8％）

国庫支出金国庫支出金
4 億 816 万円4 億 816 万円

（5.3％）（5.3％）

道支出金道支出金
3 億 3365 万円3 億 3365 万円

（4.3％）（4.3％）

地方消費税交付金地方消費税交付金
2 億 3 千万円2 億 3 千万円

（3.0％）（3.0％）

地方譲与税
7100 万円

（0.9％）

町　税町　税
11 億 5550 万円11 億 5550 万円

（15.0％）（15.0％）

その他
2480 万円

（0.3％）

歳　入
900億 万円77 分担金・負担金分担金・負担金

5833 万円（0.8％）5833 万円（0.8％）

寄附金寄附金
2 億 3875 万円 (3.1%)2 億 3875 万円 (3.1%)

議会費議会費
5905 万円（0.8％）5905 万円（0.8％）

総務費総務費
6 億 5035 万円6 億 5035 万円

（8.4％）（8.4％）

民生費民生費
16 億 450 万円16 億 450 万円

（20.8％）（20.8％）

衛生費衛生費
11 億 919 万円（14.4％）11 億 919 万円（14.4％）

労働費労働費
320 万円（0％）320 万円（0％）

商工費商工費
2 億 9276 万円2 億 9276 万円

（3.8％）（3.8％）

土木費土木費
8 億 8883 万円8 億 8883 万円

（11.5％）（11.5％）

消防費消防費
3 億 2462 万円3 億 2462 万円
(4.2％）(4.2％）

教育費教育費
5 億 657 万円5 億 657 万円

（6.6％）（6.6％）

公債費公債費
9 億 5296 万円9 億 5296 万円

（12.4％）（12.4％）

給与費給与費
11 億 2743 万円11 億 2743 万円

（14.6％）（14.6％）

予備費予備費
2000 万円（0.3％）2000 万円（0.3％）

農林水産業費農林水産業費
1 億 6954 万円1 億 6954 万円

（2.2％）（2.2％）

歳　出
900億 万円77

令和５年度予算の主な内訳

源財存
依

自 主
財

源



令和５年度 主な事業
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令和５令和５年度予算に計上した事業の一部を重点政策に分けて紹介します。年度予算に計上した事業の一部を重点政策に分けて紹介します。

広報とうやこ　2023 年４月

・子ども医療費助成事業 ( 高校生以下の医療費無償化 )…1281 万円
・出産祝い金…480 万円
・子どもインフルエンザワクチン接種事業…215 万円
・保育料無償化事業…539 万円
・中学校制服等購入費助成事業…382 万円
・高校生通学費等助成事業…916 万円

子育て支援重点
政策

商工振興
・住宅リフォーム支援事業…1000 万円
観光振興
・にぎわい広場イルミネーショントンネル事業…423 万円
・コンサドーレ包括連携協定事業…110 万円
・洞爺湖有珠山ジオパーク推進事業…724 万円

産業振興
・多面的機能支払事業補助…2347 万円
・漁業系廃棄物処理施設運営補助…1800 万円

地域のにぎわい創出

・道路等環境整備事業…１億 3714 万円
・町営住宅維持管理・修繕…5994 万円
・橋梁長寿命化計画に基づく修繕工事…3774 万円

生活基盤の整備

・地域おこし協力隊活動事業…1742 万円
・チャレンジショップ支援事業…465 万円
・住まいる中古住宅取得支援事業…150 万円

定住促進



・小中学校特別支援教育支援員・介護員配置事業…4784 万円
・虻田高等学校支援事業…658 万円
・中学校部活動支援事業…130 万円
・ＩＣＴ遠隔教育事業…166 万円

教育環境の充実

広報とうやこ　2020 年４月広報とうやこ　2020 年４月11 広報とうやこ　2023 年４月広報とうやこ　2023 年４月７

・本庁舎長寿命化計画に基づく改修工事…4853 万円
・通学支援等コミュニティタクシー運行事業…716 万円
・地域食堂運営事業補助金…313 万円
・保育所統合複合化施設実施設計等…1291 万円
・三豊霊園合葬墓設置事業…803 万円
・西いぶり広域連合新中間処理施設建設事業…６億 1544 万円
・世界文化遺産普及・啓発事業…710 万円

上記以外の主な事業

令和３年度 令和４年度（見込） 令和５年度（見込）

一 般 会 計 87 億 5906 万円 84 億 3447 万円 85 億 1122 万円

水道事業会計 10 億 1428 万円 10 億 6784 万円 10 億 8844 万円

簡易水道事業会計 3 億 9681 万円 3 億 9426 万円 ３億 7082 万円

公共下水道事業会計 22 億 3968 万円 19 億 8990 万円 19 億 7923 万円

合 計 124 億 983 万円 118 億 8647 万円 119 億 4971 万円

令和３年度 令和４年度（見込） 令和５年度（見込）

財政調整基金 12 億 5513 万円 12 億 5653 万円 10 億 3668 万円

減 債 基 金 1 億 5035 万円 １億 5086 万円 １億 5137 万円

特定目的基金 17 億 1751 万円 16 億 2003 万円 16 億 2060 万円

合 計 31 億 2299 万円 30 億 2742 万円 28 億 865 万円

基金 (貯金 ) の残高

町の会計の中心となるのが一
般会計です。行政運営の基本と
なる経費の全てを計上したもの
で、町行政の目的を達成するた
めに必要な経費を経理する会計
です。行政サービスのほとんど
が一般会計で賄われています。

一般会計 特別会計
　特別会計は、町が特定の事業を行う
場合、その他特定の収入を特定の支出
に充て一般の歳入歳出と区分して経理
する必要がある場合など、一般会計と
分けて町が条例で設置することができ
る会計のことを言います。洞爺湖町に
は、国民健康保険、介護保険、後期高
齢者医療の３つの特別会計があります。

企業会計
企業会計は、独立採算性を原

則とする、一般的には、株式会
社などの民間企業での会計をい
うもので、民間企業に近い事業
を行う場合に設置される会計で
水道事業、簡易水道事業、公共
下水道事業会計がこれに該当し
ます。

用語解説

地方債 (借金 ) の残高
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